
新コンテンツ権利保護方式の

進捗状況について

平成２４年２月１４日

新コンテンツ権利保護方式推進委員会

情報通信審議会 情報通信政策部会

｢デジタル･コンテンツの流通の促進等に関する検討委員会（第６２回）｣説明資料

資料１



1

情報通信審議会「デジタル・コンテンツの流通の促進」及び「コンテンツ競争力強化
のための法制度の在り方」についての中間答申（平成２１年７月）を踏まえ、平成２２
年３月に、民放連とＮＨＫが共同で｢新コンテンツ権利保護方式推進委員会｣を設置
し、具体的な検討を行ってきた。

その後の検討状況については、情報通信審議会情報通信政策部会｢デジタル・コン
テンツの流通の促進等に関する検討委員会｣で報告の上、基本的な合意を得つつ、
平成２３年６月１日に新方式のライセンス発行・管理機関として「一般社団法人地上
放送ＲＭＰ管理センター（ＴＲＭＰ）」を、フェーズ１（暫定期）として設立した。

平成２３年１２月１日に、民放地上テレビ全社とＮＨＫの計１２８社・法人がＴＲＭＰの
正会員になったことで、フェーズ２（推進期）に移行し、前回の本委員会でご指摘の
あった組織ガバナンスの具体化を図った。また、放送事業者として、“新方式”の円
滑な運用開始に向けた、技術の規格化、受信機メーカーへのライセンス契約の検
討、送出環境の整備、鍵データ発行などの準備を順調に進めている。

“新方式”に関する今後の進捗については、ＴＲＭＰのホームページ等を活用して、
適宜公開していく。

１ 前回の委員会からの進捗状況



事務局
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社員総会

理事会

運営委員会

技術部

総務・経理部

業務委員会技術委員会

２ フェーズ２（推進期）に向けた組織ガバナンス（前回のご指摘事項）

・定数２名（１名は決定済）
・新会員の参画後、社員総会
において決定する

・定数３～１０名（６名は決定済）
・新会員の参画後、社員総会
において決定する

・有識者から３名（法律、技術、その他の分野）
とし、理事会において選任の上、委嘱する
・評議委員会の運営や対応事項などに関する
規則を策定する

・透明性、公共性、非営利性を確保した運営
会員資格、各種契約、秘密情報の管理基準、
コンプライアンス、情報公開など

・周知広報（ホームページ開設）
・円滑な導入開始に向けた対応

ガバナンス

組織概要、事業計画、役員名簿、予算・決算などについては、
一般社団法人地上放送ＲＭＰ管理センター（ＴＲＭＰ）のホームページで適宜公開の予定

監 事

評議委員会

事
務
局
長
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 会 員

 平成２３年１２月１日に、民放地上テレビ全社とＮＨＫの計１２８社・法人が

正会員となった。

（入会：平成２３年６月１日に民放キー局５社とＮＨＫ、１２月１日に民放１２２社）

 理 事

 平成２３年６月１日で選任された現在の理事６名に加えて、

会員社に属さない外部理事２名（技術、法律分野）、及び、会員社から２名の

計４名を、３月に開催する社員総会に諮る予定。

 監 事

 平成２３年６月１日で選任された現在の監事１名に加えて、

会員社に属さない外部監事１名（公認会計士）を、

３月に開催する社員総会に諮る予定。

３ フェーズ２における組織ガバナンスの状況 ①
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 評議委員会

 ２月３日のＴＲＭＰ理事会にて、有識者から評議委員３名を選任し、委嘱した。（五十音順）

評議委員 石岡 克俊 （慶應義塾大学 産業研究所 准教授）

評議委員 村井 純 （慶應義塾大学 環境情報学部 学部長・教授）

評議委員 山上 圭子 （弁護士、東京靖和綜合法律事務所）

 評議委員会規則の概要

 目 的 ： ＴＲＭＰの公共性、非営利性を担保するための第三者機関。

 定 数 ： ３名。（非常勤。任期１年。）

 選 任 ： ＴＲＭＰの事業に関する識者、その他の有識者などから、理事会で選任し、委嘱する。

 委員長 ： 委員の互選にて、１人を委員長とする。

 開 催 ： 年に１回以上開催。 委員長が招集、または、代表理事が開催を要請する。

 審 議 ： 理事会は、次の事項の決定又は議決を行おうとするときは、評議委員会に諮問

しなければならない。 委員会はその結果を代表理事に報告する。

① ライセンス発行・管理機関の公共性、非営利性を担保するために必要な事項

② 重大なコンプライアンス違反が発生した際の調査、再発防止策、処分に関する事項

③ ライセンス契約に関する不服申し立てに対する判断又は決定に関する事項

④ その他、評議委員会の目的達成に必要な事項

 議 決 ： 出席した委員の過半数をもって決する（同数のときは、委員長の判断）。

 外部助言者 ： 委員会は、必要に応じて、委員以外の者から意見を聞くことができる。

３ フェーズ２における組織ガバナンスの状況 ②



2011年度 2012年度 2013年度

6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 ・・・・

ＴＲＭＰ

会員

関係

送出

環境

運用

開始

5

４ 新方式の運用開始に向けたスケジュール

12/1 民放地上テレビ全社が
地上放送ＲＭＰ管理センターに入会

鍵管理システムの開発・整備

テストストリーム提供開始

受信機メーカー向け鍵データ発行開始（予定）

送出設備改修 仕様検討・開発・テスト 送出設備改修工事（全国）

2013年4月
全国で運用開始

在京キー局５社
＋ＮＨＫ

2012年７月末 関東広域で運用開始
以降、順次拡大

2012年７月末 関東広域で運用開始
以降、順次拡大

臨時総会

6/1 設立（暫定） 本格始動

フェーズ１
（設立当初の暫定期）

フェーズ２
（民放全社入会後の推進期）

フェーズ１
（設立当初の暫定期）

フェーズ２
（民放全社入会後の推進期）

受信機メーカーへの説明会

定時総会

放送事業者向け鍵データ発行（予定）

理事会（評議委員の決定、役員候補の選任等）
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（参考） 地上放送ＲＭＰ管理センター（ＴＲＭＰ）ホームページ

２０１１年１２月２６日に、ＴＲＭＰがホームページを公開しました。

URL :  http://www.trmp.or.jp


